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Ⅰ 目的 

 相模原市がんばる中小企業を応援する条例（平成２５年相模原市条例第４４号。以下「条例」

という。）は、中小企業の振興に関する施策を総合的に推進し、もって市内経済の発展及び市民

生活の向上に寄与することを目的しており、本報告書は条例第１０条に基づき、その実施状況に

ついて検証を行うとともに公表するものです。 

 

Ⅱ 総評 

 

 令和４年度の我が国の経済は、ウィズコロナの下、社会経済の正常化が進展する一方、原材料

価格の上昇や円安の影響等によるエネルギー・食料品等の価格上昇が国民生活・事業活動に大き

な影響を及ぼした。令和４年１０月、国は物価高・円安への対応や構造的な賃上げ等を重点分野

とした「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」を策定し、その対策に取り組んだ。 

(株)東京商工リサーチの調査では、市内企業の倒産件数は一連の新型コロナウイルス感染症

関連支援の縮小や為替変動、物価高騰等が影響し、令和３年度の１７件から１３件増加して、令

和４年度は３０件となっている。 

 こうした中、本市においては、国や県の経済政策を踏まえ、新型コロナウイルス感染症及び

物価高騰等に対する経済対策事業を実施するとともに、人口減少社会における労働力不足や技

術者の高齢化等による中小企業の生産性向上等の課題に対応するため、「さがみはらロボット

導入支援センター」を中心としたロボット導入支援や、中小企業の技術力強化や新分野進出を

促進するため、新製品・新技術に関する研究開発経費の一部助成や販路開拓を図るための支援

を実施した。 

 さらに、さがみはら産業集積促進方策（ＳＴＥＰ５０）に基づき、更なる産業集積基盤の強 

化を図るため、将来性が見込まれる「ロボット」「航空宇宙」産業や、市外企業及び本社移転 

企業に対する奨励措置など、多彩な支援メニューで戦略的な企業誘致を推進したほか、「起業

するなら相模原」を実現するため、優れたアイデアを持つ成長意欲の高い人材を育成し、市内

で上場等を目指す起業家を創出することを目的としたプログラムを新たに開始した。また、相

模原市中小企業融資制度等により中小企業の事業活動に必要な資金の融資について金融機関と

協調して行い、市内中小企業の健全な発展及び振興を図った。 

今後も、「未来へつなぐ さがみはらプラン～相模原市総合計画～」に基づき、本市の強み

である高度な技術力を有する製造業の競争力強化を始め、様々な分野へのロボット導入や ＡＩ 

などの技術革新、産業の人材や情報の交流、豊かな自然などの地域資源を活用するとともに、

引き続き、広域交流拠点としてのポテンシャルをいかしたまちづくりとも連携しながら、成長

産業の集積促進を図り、人や企業、様々な産業などの連携・交流による新産業の創出に取り組

み、持続可能な都市経営を実現していく。 
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Ⅲ コロナ克服のための経済対策 及び 物価高騰等に対する緊急対応事業の実施状況 

 

令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大が繰り返される中、令和４年２月に始ま

ったロシアによるウクライナ侵攻や、急速な円安の進行により、エネルギー・原材料等の価格高

騰が生じ、市民生活や本市経済に大きな影響を与えた一年であった。 

新型コロナウイルス感染症については、オミクロン株が猛威を奮い、ピーク時の新規感染者数

が過去最大となった第７波（６月～９月）や第８波（１０月～２月）を経験したものの、ワクチ

ン接種が進んだことにより新規感染者数の増加に比べ、重症者数、死亡者数は抑えられた。その

後、新規感染者数は落ち着きをみせ、令和５年５月８日に新型コロナウイルス感染症の感染症法

上の位置づけは、季節性インフルエンザ等と同じ５類感染症に移行した。 

ウィズコロナの考えの下、社会経済の正常化が進展する一方、国際情勢や令和４年１０月に約

３２年ぶりの安値水準を更新した急速な円安等を背景とした、物価の上昇が企業の収益や家計

を圧迫し、一部の企業では、原材料価格の高騰分を販売価格へ十分に転嫁できず、利益が減少し

た。 

こうした状況を踏まえ、国では４月に「コロナ禍における原油価格・物価高騰等総合緊急対策」、

１０月に「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」を打ち出し、燃料油に対する激変

緩和事業を実施するほか、賃上げ環境の整備や成長分野における投資促進に取り組んだ。 

本市ではウィズコロナ・ポストコロナ社会への対応とともに、物価高騰等により影響を受けて

いる事業者等を支援するため、国や県と連動し、緊急かつ機動的に経済対策を実施してきたとこ

ろである。 

 

１ 本市の経済対策 

（１）コロナ克服のための経済対策 

ウィズコロナ下における経済活動の再開を目的として、新型コロナウイルス感染症の影響な

どにより先行きが不透明な事業者を対象に、事業承継に関する相談や伴走型の支援を行い円滑

な事業承継の促進を図る「中小企業事業承継支援事業」を新たに実施したほか、商店街等が自ら

企画・実施する事業に対して補助金を交付する「がんばる商店街等応援補助金」、市内経済の活

性化を目的とした「サンキューキャンペーン」等の事業を令和３年度から継続して実施した。 

また、ポストコロナ社会への対応を目的として、市内企業の販路開拓のためカナダ・トロント

市の企業を招聘し、市内企業の訪問や商談を実施したほか、ロボットやＡＩ、ＩｏＴ等を活用し

た市内企業の自動化や非接触化の取組みを支援する「ＤＸ化促進支援補助金」や「テレワーク推

進事業」、「中小企業研究開発補助金」等の事業についても、引き続き実施した。 

昨年度から継続して実施した事業については、事業者等の声を反映し、事業の実施手法を見直

したことで、より事業者等に寄り添った支援にすることができた。これらの事業を実施したこと

により、新型コロナウイルス感染症の先行きが不透明な中で、感染拡大防止や落ち込んだ市内経

済の活性化につながり、事業継続に一定の効果があったものと考える。 
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（２）物価高騰等へ対する緊急対応 

 新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、物価高騰等でより厳しい経営環境に置か

れた事業者の負担を軽減し、事業の継続を支援することを目的として、５月には新たに「原油・

原材料高騰等対策特別資金」を創設した。また、農林業者及び畜産農家を対象に、肥料及び農業

資材や家畜飼料等購入費、燃料購入費等の負担増加分に対して緊急的に支援金を交付したほか、

一般公衆浴場や貸切バス事業者へも緊急的に支援金を交付した。このほか、事業者におけるエネ

ルギー費用負担を軽減するとともに温室効果ガス排出量削減のため省エネ機器への更新を促す

「省エネ機器更新促進補助金」事業を実施した。 

また、多くの事業者にご参加いただいたスマートフォン決済を利用したポイント還元事業で

は、対象店舗での決済総額が約３８億円にものぼり、市内経済の活性化と「非接触型」決済の促

進が図られた。 

これらの事業を実施したことで、物価高騰等で経済的に厳しい経営環境に置かれた事業者等

の負担軽減や、落ち込んだ地域の消費回復につながり、事業の維持・継続に一定の効果があった

ものと考える。 

 

（３）今後の支援策 

新型コロナウイルス感染症の影響が和らいできたものの、市内事業者等は引き続き物価高騰

等により、厳しい経営状況が続くことが予想される中、今後の取組として、事業者等の負担軽減

につながる支援を継続的に行うとともに、ポストコロナ社会を見据え、デジタル人材の育成や多

様な働き方を促進していくことが重要であると考える。 

今後も国の総合経済対策との整合を図るとともに社会経済情勢を踏まえながら、事業者等の

実情に合わせて必要な支援を検討する。 
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２ 経済対策事業の実施結果 

事業名称【事業実施課】 
実 績 

令和４年度 

事業決算額 実施時期 
事業概要 

貸切バス事業者等緊急支援金 

【地域経済政策課】 
① 支給金額 １０，４８０千円 

② 対象台数 ９１台 

貸切バス事業者 

７事業者、５７台 

自動車運転代行事業者 

１０事業者、３４台 

10,480 千円 

令和 4 年 7 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

 新型コロナウイルス感染症の影響下にお

いて、原油価格の高騰を受け厳しい経営環

境に置かれている貸切バス事業者及び自動

車運転代行事業者に対し、事業の維持・継

続のため緊急支援金を支給 
支給額 

 貸切バス事業者 １６万円／台 

 認定自動車運転代行事業者 ４万円／台 

 

相模原市中小企業研究開発補助金 

（新型コロナウイルス関連型） 

【産業支援課】 

① 交付件数 １件 

② 交付金額 ３，０００千円 

3,060 千円 

令和 4年 4月 28 日～令和 5年 3月 31 日 

新型コロナウイルス感染症対策に資する

製品等の研究開発に要する経費の一部を補

助 
・補助額 ５０万円以上３００万円以内 
・補助率 経費の３／４以内 
 
中小企業事業承継支援事業 

【産業支援課】 

① アンケート調査の実施 

② 相談業務（１４２件） 

③ 普及・啓発冊子等の作成 

④ セミナーの開催（参加者２６名） 

7,308 千円 

令和 4年 5月 9日～令和 5 年 3月 31 日 

経営者の高齢化やコロナの影響などによ

り先行きが不透明な中小企業を対象に、事

業承継に関する相談ができる体制を作り、

経営の安定を図るもの 
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中小企業事業資金利子補給金 

【産業支援課】 

① 件数  ９６件 

② 補助額 ７，１７８千円 

 

7,178 千円 

令和 4 年 5 月 16 日～令和 5 年 3 月 31 日 

新型コロナウイルス感染症の影響が長期

化する中、新たに「原油・原材料高騰等対

策特別資金」を創設し、ウクライナ情勢等

に伴う原油・原材料価格の高騰や資材の供

給不足により、収益が減少している中小企

業者の資金の調達を支援 

・融資限度額 ２，０００万円 

・融資利率 １．６％以内 

利用者負担０．６％以内 

市利子補給１．０％以内 

・融資期間 ７年以内（据置１年以内） 

 

がんばる商店街等応援補助金 

【産業支援課】【各区役所地域振興課】 

① 交付団体数 ５１団体 

② 交付金額 ４０，４６７千円 

商店会 

30 団体 25,552 千円 

  商工会議所・商工会 

5 団体 8,997 千円 

  業種別組合等 

16 団体 5,918 千円 

   

 

 

40,467 千円 

令和 4 年 5 月 12 日～令和 5 年 3 月 31 日 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、落ち込んだ地域の消費や売上の回復を

図るため、商店街等が自ら企画・実施する

集客事業・販売促進事業に対し、補助金を

交付 

・補助額 

 会員数×２万円 

 ※限度額２２０万円（商店会） 

  限度額２００万円（商工会議所等） 

  限度額５０万円（業種別組合等） 

 ※会員数９以下の場合は一律２０万円 

・補助率１０／１０ 

カナダ企業との海外ビジネスマッチング事

業 

【産業支援課】 

① 市内企業向け勉強会の開催 

（市内企業５社） 

② カナダ企業による市内企業訪問実施 

（市内企業３社、カナダ企業２社） 

③ ビジネス交流会の開催 

（市内企業５社、カナダ企業２社） 

④ 海外企業向け PR 動画の制作 

 
 

2,664 千円 

令和 4年 8月 1日～令和 5 年 3月 31 日 

 新型コロナウイルス感染症の影響で友

好都市トロント市との十分な経済交流が

実施できていなかったことから、トロン

ト市を中心としたカナダ企業を招聘し、

市内企業とのビジネスマッチングの機会

を創出 
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サンキューキャッシュバックキャンペーン 

【産業支援課】 

① 申請件数  205,488 件 

② 支給件数  203,828 件 

③ 総支給額 794,929 千円 

④ 消費総額 4,122,768 千円 

 

 

 

 

 

 

888,094 千円 

令和 4 年 6 月 7 日～令和 5 年 3 月 27 日 

 新型コロナウイルス感染症拡大防止の

取り組みを続けている市内の事業者や市

民への感謝と、経済の活性化に向けた市

独自のキャッシュバックキャンペーン

で、市内の参加店舗等でキャンペーン期

間中に合計１５，０００円以上の買い物

等をした市民を対象に３，９００円をキ

ャッシュバック(消費喚起協力金を支給) 

原油価格高騰等に係る一般公衆浴場に対

する助成 

【産業支援課】 

① 交付事業者数 ５事業者 

② 支給総額 １，９６０千円 

  

1,960 千円 
令和4年 11月 30日～令和 5年 3月 31日 

 原油価格高騰によって厳しい経営環境

に置かれている市内一般公衆浴場事業者

に対し、燃料費及び電気代の高騰分を助

成 
 
オンライン営業ツール等作成支援補助金 

【産業・雇用対策課】 
① 交付件数 ９６件 

② 交付金額 １７，８２５千円 

③ 主な申請内容 

  自社ホームページの作成・改修、イ

ンターネット販売システムの構築、

デジタルパンフレットの作成 

17,825 千円 

令和 4年 4月 1日～令和 5 年 3月 16 日 

 ポストコロナにおける新しいビジネス

スタイルに対応するため、市内中小企業

者によるオンラインを活用した非対面で

の販路開拓や営業活動の取り組みを支援 
・補助対象経費 
 非対面で行う販路拡大や販売促進等の

営業活動等に取り組む費用 
・補助率、補助上限額 
 ３／４以内、最大２０万円 
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事業継続応援補助金 

【産業・雇用対策課】 
① 交付件数 ６４６件 

② 交付金額 １０１，８４９千円 

③ 主な申請内容 

  換気機能付きエアコン設置工事、タ

ッチレス水栓機器への交換工事、自

動開閉式便器への交換工事、空気清

浄機の購入、テレワークやウェブ会

議用パソコン・タブレットの購入 

等 

108,465 千円 

令和 4年 4月 1日～令和 5 年 3月 31 日 

 市内中小企業者が新型コロナウイルス

感染症の感染・蔓延防止と事業継続を両

立させるため、ポストコロナを踏まえた

設備の導入の取組みを支援するととも

に、工事や物品等の購入を受注する市内

事業者の受注機会を創出 
・補助対象経費 
 市内事業者に発注し、市内の店舗等を

新型コロナウイルス感染症の感染・蔓

延防止と事業継続を両立させるために

行う工事や物品購入に要する経費及

び、事務に要する経費 
・補助率、補助上限額 
 ３／４以内、最大２０万円 

ＤＸ化促進支援補助金 

【産業・雇用対策課】 
① 採択件数 ９件 

② 交付金額 ２９，４０９千円 

③ 補助事業のテーマ 

 ・ＲＰＡスクリプト開発による受注管

理・在庫管理の同期連携、 

 ・ＡＩを活用した繊細レーザ加工条件

管理・予測システムの構築、 

 ・日本製産業用ドローンを活用した専

門的なオルソ画像作成 等 

37,448 千円 

令和 4年 4月 27 日～令和 5年 3月 31 日 

 ポストコロナ時代において、ロボット

や AI、IoT を活用して事業者が進める市

内企業の自動化や非接触化の取組を支援

することで、市内産業の持続的な発展や、

強固な産業集積基盤の形成を図るととも

に、市内企業の将来的な DX 化の契機と

する 
・補助対象経費 

ロボットや AI、IoT の導入に要する経

費 
・補助率、補助上限額 
 中小企業：２/３以内 大企業１/２以内 
 チャレンジコース：３００万円 
 ステップアップコース：１，０００万円 
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テレワーク推進事業 

【産業・雇用対策課】 
① 利用者数 ７，８０２人 

② 補助金額 ２１，４６０千円 

 

35,020 千円 

令和 4年 4月 27 日～令和 5年 3月 14 日 

 新型コロナウイルス感染症が長期化す

る中、市内の多様な働き方に対応した「テ

レワーク」を促進することを目的に、市内

施設でテレワークを行う市内在住・在勤

者に対し、利用料金の一部を助成 
・対象者  
 市が指定する市内施設を利用してテレ

ワークを行う市内在住・在勤者 
・対象施設数 １７施設 
・実施体制 委託（㈱ＪＴＢ相模原支店） 

※プロポーザル方式で選定 

スマートフォン決済ポイント還元事業 

【産業・雇用対策課】 

① 対象店舗数 

約４，８００店舗 

② 決済総額 

３，８４６，３６３千円 

③ ポイント還元総額 

９７５，０８３千円 1,019,558 千円 

令和 4年 9月 1日～令和 5 年 3月 27 日 

 物価高騰の影響を受ける事業者を支援

するため、消費喚起策としてスマートフ

ォン決済を利用したポイント還元事業を

実施することで、地域経済の活性化を図

るとともに、「非接触型」のスマートフォ

ン決済の促進を図るもの 

ポストコロナを見据えた地域経済活性化

に向けた実態調査 

【産業・雇用対策課、企業誘致推進課】 

＜商業実態調査＞ 

① 通行量調査（2 日間実施） 

② 買物行動調査（27 日間実施） 

③ 来街者調査（2 日間実施） 

 

＜企業誘致・ 産業振興に関する基礎調査＞ 

① 各種統計分析、国・県・市町村実施

政策に関する文献調査・机上調査 

② 市内企業・市外企業アンケート調査 

③ 関係機関・企業ヒアリング 

④ 市内就業者アンケート 

27,326 千円 

令和 4年 6月 24 日～令和 5年 3月 10 日 

 コロナ禍によって大きく変化した市内

商業等における買物行動等の調査や企業

の立地傾向などを踏まえて誘致ターゲッ

トとすべき産業を分析するもの 
 

用水組合揚水事業補助金 

【農政課】 
① 交付件数 ３件 

② 支給総額 ９４５千円 

 

945 千円 

令和 4年 4月 26 日～令和 5年 3月 24 日 

 原油価格等の高騰の影響を受けている

市内用水組合事業者に対し、揚水ポンプ

の電気料の高騰分を補助 
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農業者における肥料・農業資材購入緊急

支援事業 

【農政課】 

① 対象事業事業者数 

認定農業者等約３３０名 

② 件数 ２１８件 

③ 給付総額 ８３，００８千円 

 83,008 千円 
令和 4年 7月 1日～令和 5 年 3月 24 日 

 新型コロナウイルス感染症の影響によ

って肥料や農業資材（諸材料）の購入価格

が上昇し、経営が圧迫されている農業者

の事業継続を支援 

畜産農家における家畜飼料等購入緊急支

援事業 

【農政課】 

① 給付件数 ３１件 

② 給付総額 ４８，７８０千円 

 

48,780 千円 
令和 4年 7月 1日～令和 4 年 11 月 7 日 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

って配合飼料や牧草の購入価格が上昇

し、経営が圧迫されている畜産農家の事

業継続を支援 

林業事業者緊急支援事業 

【森林政策課】 

① 給付件数 ６件 

② 給付総額 ２，４０１千円 

2,401 千円 

令和 4年 4月 1日～令和 4 年 9月 16 日 

 新型コロナウイルス感染症の影響下に

おいて、ガソリン等燃料価格の高騰によ

り、森林整備に係る経費が増大している

ことから、高騰した燃料相当分を補助す

ることで林業事業体の事業運営を支援 

省エネ機器更新促進補助金 

（中小企業者等用） 

【ゼロカーボン推進課】 

① 交付件数 ２２４件 

② 交付金額 ５０，１１５千円 

 

55,058 千円 

令和 4年 12 月 1 日～令和 5年 2月 28 日 

 エネルギー価格高騰の影響を受けてい

る中小企業事業者等に対し、エネルギー

費用の負担を軽減するとともに温室効果

ガス排出量の削減につなげるため、省エ

ネ機器の更新に係る費用の一部を補助 
・補助率、補助上限額 
 １／３以内、最大６０万円 
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Ⅳ 中小企業の振興に関する施策の実施状況 

 

 １ 本市の令和４年度における主な中小企業振興施策等の実施状況 

   中小企業が本市の経済に果たす役割の重要性に鑑み、中小企業の振興に関する令和４年

度各施策の実施状況について、相模原市がんばる中小企業を応援する条例(平成２５年相模

原市条例第４４号。以下「条例」という。)第８条に掲げる施策の基本方針に沿って報告す

る。(基本方針は３５ページ参照) 

 

＜表示＞○委 …中小企業支援機関への委託  ◇委 …民間等への委託  □再 …再掲 ※件数等は年度末現在の数値 

 
（１）中小企業者の経営の革新及び創業の促進  

事業名称【所管課】 
事業概要 

実績 

令和４年度 令和３年度 

◆コミュニティビジネス推進事業 

【産業支援課】○委  

 

市民が主体となり、地域が抱え

る課題等から展開される事業につ

いて、地域コミュニティの再生や

地域経済の活性化を図るための支

援を実施 

相談会の開催 

（12 回、相談件数延べ 60 件） 

 

相談会の開催 

（12 回、相談件数延べ 69 件） 

 

地域プロデューサー養成講座入

門編の開催 

（1 回、参加者 27 人） 

 

地域プロデューサー養成講座入

門編の開催 

（1 回、参加者 23 人） 

 

地域プロデューサー養成講座の

開催 

（6 回、参加者 21 人） 

 

地域プロデューサー養成講座の

開催 

（6 回、参加者 18 人） 

 

地域プロデューサー情報交換会 

（1 回、参加者 22 人） 

 

地域プロデューサー情報交換会 

（1 回、参加者 19 人） 

 

【決算額】 880 千円 【決算額】 880 千円 

◆ものづくり企業総合支援事業 

【産業支援課】○委  

 

中小企業の経営の安定と成長を

支援するために、中小企業診断士

等がものづくりを中心とした企業

を訪問し、事業者が求める経営課

題の解決に向けて総合的なサポー

トを実施 

 

企業訪問、支援 

（250 社、延べ 533 回） 

 

企業訪問、支援 

（272 社、延べ 658 回） 

 

専門家派遣 

（2 社、延べ 12 回） 

専門家派遣 

（7 社、延べ 19 回） 

【決算額】 12,200 千円 【決算額】 12,200 千円 
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◆起業家創出事業 

【企業誘致推進課】○委  

 

優れたアイデアを持ち、株式上

場等を目指す成長意欲の高い人材

を相模原から創出することを目的

に、経験豊富なメンターによる支

援など、起業家の成長に必要な実

践的なプログラムを実施 

 

事業計画のブラッシュアップ、資

金調達、顧客獲得等に関する支援

を行う「アクセラレーションプロ

グラム（シード編）」実施 

（採択事業者 7 社） 

 

－ 

【決算額】 19,825 千円 

 

－ 

◆女性起業家支援事業 

【企業誘致推進課】○委  

 

女性の起業を促進するため、セ

ミナー等を開催 

セミナーの開催 

（セミナー5 回・個人面談、 

参加者延べ 32 人) 

 

セミナーの開催 

（セミナー5 回・個人面談、 

参加者延べ 22 人) 

 

ワークショップ、交流会の開催 

（1 回、参加者 20 人） 

 

ワークショップ、交流会の開催 

（2 回、参加者 32 人） 

 

【決算額】 1,000 千円 

 

【決算額】 1,138 千円 

 

◆中小規模事業者省エネルギー

対策等推進事業 

(省エネアドバイザー派遣事業)

【ゼロカーボン推進課】○委  

 

中小規模事業者の地球温暖化対

策を促進するため、エネルギー管

理士等の専門家を派遣し、省エネ

ルギー対策を支援 
 

省エネアドバイザー派遣 

（派遣件数 18 社、延べ 36 回） 

省エネアドバイザー派遣 

（派遣件数 18 社、延べ 33 回） 

【決算額】 1,291 千円 

 

【決算額】 1,184 千円 

 

◆省エネ機器更新促進補助金（中

小企業者等用） 

【ゼロカーボン推進課】 

 

エネルギー価格高騰の影響を受

けている中小企業者等に対し、エ

ネルギー費用の負担軽減ととも

に、温室効果ガス排出量の削減に

つなげるため、一定の省エネ性能

基準を満たす機器・設備への更新

に係る費用の一部を補助 
 
 
 
 
 
 
 

省エネ機器更新促進補助金交付

(224 件) 

－ 

【決算額】 50,115 千円 

 

－ 
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◆エコアクション 21 自治体イニ

シアティブプログラム 
【ゼロカーボン推進課】 

 
エコアクション 21（環境省が策

定した環境マネジメントシステ

ム）の認証・登録をサポートし、

市内事業者の取得を支援 

事前説明会の開催 

（参加企業 21 社） 

－ 

相模原セミナー全 5 回の開催 

（参加企業 12 社） 

－ 

 

（２）中小企業者の製品の販路拡大及び新技術等を利用した事業活動の促進 

事業名称【所管課】 
事業概要 

実績 

令和４年度 令和３年度 

◆トライアル発注認定事業 

【産業支援課】○委◇委  

 

市内中小企業者の新製品を市が

認定し、一部を試験的に購入する

ことにより販路開拓を支援 

製品の認定 

（認定件数 9 社 10 製品） 

 

製品の認定 

（認定件数 7 社 7 製品） 

 

試験的な製品購入 

（9 製品） 

 

試験的な製品購入 

（10 製品） 

 

展示会への出展 

（1 回、出展社数 7 社） 

 

展示会への出展 

（1 回、出展社数 5 社） 

 

【決算額】 2,675 千円 

 

【決算額】 2,459 千円 

 

◆中小企業研究開発支援事業 

(研究開発補助金) 

【産業支援課】 

 

市内中小企業者等の技術力強化

や新分野進出を促進するため、新

製品・新技術に関する研究開発経

費の一部を助成 

中小企業研究開発補助 

・一般型 

（2 件） 

・新型コロナウイルス関連型 

（1 件） 

中小企業研究開発補助 

・一般型 

（4 件） 

・新型コロナウイルス関連型 

（2 件） 

【決算額】 5,125 千円 【決算額】 9,161 千円 

◆中小企業研究開発支援事業 
(ロボット産業活性化事業など )
【産業支援課】○委◇委  

 
市内ロボット産業の活性化や地

域企業のロボットの活用促進を図

るため、ロボット技術の高度化や

販路開拓、ロボット導入等を支援 

・ロボットビジネス協議会 

の運営 

・ロボット導入支援センター 

 の運営 

・ロボットビジネス協議会 

の運営 

・ロボット導入支援センター 

 の運営 

展示会への出展 

（現地開催 1 回、出展社数 8 社） 

展示会への出展 

（現地開催 1 回、出展社数 6 社） 

（オンライン 1 回） 

ロボット SIer 養成講座の開催 

（全 9 回、参加者 10 名） 

ロボット SIer 養成講座の開催 

（全 9 回、参加者 11 名） 

産業用ロボット導入補助 

（2 件） 

産業用ロボット導入補助 

（3 件） 

【決算額】 40,996 千円 【決算額】 40,530 千円 
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◆ものづくり企業総合支援事業 

【産業支援課】○委□再  

 

中小企業の経営の安定と成長を

支援するために、中小企業診断士

等がものづくりを中心とした企業

を訪問し、事業者が求める経営課

題の解決に向けて総合的なサポー

トを実施 

企業訪問、支援 

（250 社、延べ 533 回） 

企業訪問、支援 

（272 社、延べ 658 回） 

専門家派遣 

（2 社、延べ 12 回） 

専門家派遣 

（7 社、延べ 19 回） 

【決算額】 12,200 千円 【決算額】 12,200 千円 

◆さがみはらスイーツフェスティ

バル開催 
【観光・シティプロモーション課】 
 

「スイーツ」を通じて本市の魅

力を発信するとともに、市内産業

の活性化を図るため、市内産スイ

ーツの情報発信や販売イベントを

実施 
 

・「はやぶさ２」関連スイーツ販

売イベントの実施 

・「お店のイチ推し！さがみはら

スイーツ」パンフレットの発

行 

・スイーツパンフレットリリー

スキャンペーン用コースター

を作成 

 

・「はやぶさ２」関連スイーツ販

売イベントの実施 

・市内商業施設におけるスイー

ツ販売イベントの実施 

・地域紙及びコミュニティラジ

オ局への、学生実行委員を起

用した広告出稿及び出演 

【決算額】 2,000 千円 【決算額】 2,000 千円 

 

（３）中小企業者の受注機会の増大 

事業名称【所管課】 
事業概要 

実績 
項目 令和４年度 令和３年度 

◆市内業者優先発注 

【契約課】 

市が行う工事の発注等に当

たり、市内業者が受注可能な

場合は、市内業者を優先的に

指名することを通知や研修等

で各所属へ周知 

工事請負費※1 512 件中 95.5％ 515 件中 98.8％ 

委託料※1 6,764 件中 61.6％ 6,604 件中 62.1％ 

物品購入※2 742 件中 91.5％ 635 件中 90.6％ 

※１ 支出科目における実績値としている。（公営企業会計を除く。） 

※２ 契約課にて契約したものに限る。 
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（４）人材の育成及び確保並びに資金供給の円滑化による中小企業者の経営基盤の強化   

事業名称【所管課】 
事業概要 

実績 

令和４年度 令和３年度 

◆中小企業融資制度等 

【産業支援課】一部○委  

 

事業拡充、景気低迷等に伴う中小

企業の資金需要に対処するため、融

資制度に基づき、支払利子の一部を

助成 
(利子補給金全体の実績には、県創

業支援融資制度利用者への継続補

助も含む。) 

利子補給金 

(3,983 件、231,891 千円) 

・小企業小口資金 

(221 件、7,777 千円) 

・小企業特別資金 

(1,199 件、41,053 千円） 

・創業支援資金 

(263 件、12,662 千円) 

 

利子補給金 

(4,044 件、246,798 千円) 

・小企業小口資金 

(243 件、7,404 千円) 

・小企業特別資金 

(1,206 件、44,982 千円） 

・創業支援資金 

(160 件、7,687 千円) 

 

マル経資金利子補給金 

(128 件、2,465 千円) 

 

マル経資金利子補給金 

(163 件、4,060 千円) 

 

【決算額】 234,356 千円 

※金融機関への預託金等を除く

利子補給金 

【決算額】 250,935 千円 

※金融機関への預託金等を除く

利子補給金 

◆中小企業技術者育成支援事業 
(中小製造業技術者育成支援事業） 

【産業支援課】○委  

 
市内中小企業の技術者等が技術

力・知識力を高める目的で受講する

研修費用の一部を助成 

機械図面の読み方講座 

（参加者 5 社 13 人） 

機械図面の読み方講座 

（参加者 3 社 4 人） 

3DCAD 機械設計技術講座 

（参加者 4 社 4 人） 

 

CAD 機械設計技術講座 

（参加者 4 社 5 人） 

 

【決算額】 500 千円 

 

【決算額】 500 千円 

 

◆企業誘致等推進事業 
【企業誘致推進課】 
 

本市に立地する企業等に対し企

業立地等の促進、雇用機会の創出及

び工業用地の保全活用を図るため、

奨励金の交付や融資制度に基づく

助成等を実施 

雇用奨励金 

（9 社 46 人、16,500 千円） 

雇用奨励金 

（13 社 43 人、18,000 千円） 

工業用地継承奨励金 

（1 件、1,064 千円） 

工業用地継承奨励金 

（-） 

工業保全地区奨励金 

（-） 

工業保全地区奨励金 

（-） 

立地等奨励金 

（31 件、242,741 千円） 

立地等奨励金 

（34 件、420,268 千円） 

施設整備特別融資利子補給 

（23 件、11,347 千円) 

施設整備特別融資利子補給 

（20 件、10,451 千円) 

【決算額】 271,652 千円 

※金融機関への預託金を除く 

【決算額】 448,719 千円 

※金融機関への預託金を除く 
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◆無料職業紹介事業 
【産業・雇用対策課】一部◇委  

 
相模原公共職業安定所の一部機

能や相模原市就職支援センターな

どの就労支援機関を集約した「相模

原市総合就職支援センター」におい

て求職者を支援 
 

求職者支援 

（総来所者 9,915 人） 

 

求職者支援 

（総来所者 10,996 人） 

 

キャリアカウンセリングの実施 

（5,164 件、就職者数 361 人） 

 

キャリアカウンセリングの実施 

（5,320 件、就職者数 316 人） 

 

求職者支援講座の実施 

（参加者 22 人） 

求職者支援講座の実施 

（参加者 74 人） 

【決算額】 33,807 千円 

 

【決算額】 33,907 千円 

 

◆若年無業者・フリーター就労支援

事業 
【産業・雇用対策課】◇委  

 
若者無業者等の職業的自立に向

けた各種支援を実施 
 

家族セミナー等 

（参加者 1,113 人） 

家族セミナー等 

（参加者 766 人） 

【決算額】 1,194 千円 

 

【決算額】 990 千円 

 

◆子ども・青年アントレプレナー体

験事業 
【産業支援課】 
 

将来の産業を支える人材を育成

するため、さがみはら子どもアント

レプレナー体験事業実行委員会へ

助成 

小学生を対象とした子どもアン

トレプレナー体験事業 

（参加者 43 名） 

小学生を対象とした子どもアン

トレプレナー体験事業 

※新型コロナウイルス感染症の

影響により中止 

大学生等を対象としたアント

レ・チャレンジプロジェクト 

（参加者 3 名） 

大学生等を対象としたアント

レ・チャレンジプロジェクト 

（参加者 8 名） 

【決算額】 2,000 千円 

 

【決算額】 0 千円 

 

◆職業相談・面接会事業 
【産業・雇用対策課】 

 
市内中小企業の雇用促進・安定を

図るため、障害者や正社員を目指す

者を対象に就職面接会を開催 

県央障害者就職面接会 

参加者数 149 人 

県央障害者就職面接会 

※新型コロナウイルス感染症の

影響により中止 

さがみはら就職面接会 

（求職者数 20 名） 

さがみはら正社員就職面接会 

（求職者数 28 名） 

【決算額】 105 千円 【決算額】 88 千円 

◆就職氷河期世代支援事業 

【産業・雇用対策課】◇委  

 
就職氷河期世代の正規雇用化を

支援するためのセミナー等を実施 
 

 
 

就職氷河期世代支援セミナー 
（参加者 202 人） 

就職氷河期世代支援セミナー 
（参加者 235 人） 

【決算額】 8,800 千円 
 

【決算額】 8,800 千円 
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◆学生・新卒未就職者等就労支援事   

 業 
【産業・雇用対策課】○委  

 
学生等を対象に就労支援を行う

とともに、魅力ある市内企業等の求

人情報等を就職支援サイトから発

信 

地域産業界の人づくり支援事業 

（内定者 23 人） 

地域産業界の人づくり支援事業 

（内定者 10 人） 

【決算額】 6,730 千円 

 

【決算額】 6,730 千円 

 

◆仕事と家庭両立支援事業 
(仕事と家庭両立支援推進企業表彰

を除く。) 

【産業・雇用対策課】一部◇委  

 
女性の活躍の場を拡大するため、

ライフステージに応じた就労支援

セミナー等を実施 

仕事と家庭両立支援セミナー 

（15 回、参加者合計 267 人） 

 

仕事と家庭両立支援セミナー 

（10 題目合計 14 回、 

参加者合計 210 人） 

 

女性の活躍応援セミナー 

（7 回、参加者 44 人） 

女性の活躍応援セミナー 

（7 回、参加者 71 人） 

【決算額】 488 千円 

 

【決算額】 481 千円 

 

◆中小規模事業者省エネルギー対

策等推進事業 

(中小規模事業者省エネルギー設備

等導入支援事業) 

【ゼロカーボン推進課】 

 

中小規模事業者の地球温暖化対

策を促進するため、地球温暖化対策

計画書に基づき実施する省エネ設

備等の導入に際し、経費の一部を助

成（再生可能エネルギー設備（太陽

光発電・蓄電池）の設置による特例

制度含む） 

中小規模事業者省エネルギー設

備等導入支援補助 

（23 件） 

※再生可能エネルギー設備の特

例制度の申請 2 件含む 

中小規模事業者省エネルギー設

備等導入支援補助 

（21 件） 

※換気設備の特例申請 7 件含む 

【決算額】 15,358 千円 

 

【決算額】 14,397 千円 

 

 

（５）指定管理者の公正な選定、施設の効果的な管理及び中小企業者の参入機会の増大   

事業名称【所管課】 

事業概要 
事業概要 実績 

◆指定管理者の公正な選定、施設の

効果的な管理及び中小企業者の

参入機会の増大 

【経営監理課】 

相模原市指定管理者制度運用

ガイドラインに基づき作成した

評価基準により指定管理者の募

集を実施 

令和 4 年度に募集及び選考を

行い、令和 5 年 4 月以降の指定

管理者を指定した施設 22 施設 

評価基準に、市内事業者の活用

に関する項目を設けることで、中

小企業者の参入機会の増大を促

した。 
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（６）中小企業者の市の施策への協力、地域社会貢献状況等の評価等 

ア 市の施策への協力状況(大企業者等を含む。) 

事業名称【所管課】 

事業概要 

実績 

令和４年度 令和３年度 

◆寄附金の受領 

【財政課、国際課、政策課】 

 

寄付金を受領し、指定の事業へ活用 

暮らし潤いさがみはら寄附金 

（個人からの寄附を除く） 

○充当事業指定寄附金 

・寄附件数 108 件 

・寄附金額 20,665 千円 

○新型コロナウイルス感染症対

策支援寄附金 

・寄附件数 11 件 

・寄附金額 1,540 千円 

暮らし潤いさがみはら寄附金 

（個人からの寄附を除く） 

○充当事業指定寄附金 

・寄附件数 71 件 

・寄附金額 28,327 千円 

○新型コロナウイルス感染症対

策支援寄附金 

・寄附件数 24 件 

・寄附金額 14,938 千円 

○災害支援寄附金 

・寄附件数 1 件 

・寄附金額 115 千円 

〇ウクライナ人道支援寄附金 

 ・寄附件数 6 件 

 ・寄附金額 1,311 千円 

－ 

〇企業版ふるさと納税を通じた

寄附 

・寄附件数 3 件 

・寄附金額 7,000 千円 

〇企業版ふるさと納税を通じた

寄附 

・寄附件数 3 件 

・寄附金額 2,200 千円 

◆イベント協力、会場等の無償提供

等 

【アートラボはしもと、相模原市民

ギャラリー】 

 

各事業においてイベントの周知

や、会場等の無償提供等 

相模原市収蔵美術品展への協力 

（1 団体） 

相模原市収蔵美術品展への協力 

（1 団体） 

アートラボ事業への協力 

（2 法人） 

アートラボ事業への協力 

（1 法人） 

◆協賛金及び賞の提供 

【文化振興課】 

 

 法人等から「フォトシティさがみ

はら」事業に対し、協賛金及びスポ

ンサー賞の提供等 

協賛金 

（8 社 1 法人 2 団体 1 事業所、 

合計 1,175 千円） 

協賛金 

（1 社 1 法人、合計 55 千円） 

スポンサー賞 

（4 社 5 法人 9 団体 1 事業所） 

スポンサー賞 

（4 社 5 法人 9 団体 1 事業所） 

◆里山及び水辺環境保全美化活動

への協力 

【水みどり環境課】 

 

 里山や河川敷の美化活動の実施 

 

実施法人等 

（3 社） 

実施法人等 

（3 社） 
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◆美化推進事業への協力 

【資源循環推進課】 

 

 市内各所での清掃及び啓発キャ

ンペーンの実施 

 

・地域清掃の実施 

・5 月 30 日を中心として、きれ

いなまちづくりの日キャンペー

ンを実施 

 

新型コロナウイルス感染症の影

響により中止 

 

◆循環型社会普及啓発事業への協

力 

【資源循環推進課】 

 

 相模原ごみ DE71（でない）大作戦

への会場提供、食品ロス削減啓発キ

ャンペーンの実施等 

フードドライブによる食品提供

（1 団体） 

 

フードドライブによる食品提供

（3 団体） 

 

・食品ロス削減の啓発（夏休みエ

コクッキング、食品ロス削減講

演会） 

・リサイクル施設の見学会 

 

・駅頭、大学等におけるごみの減

量化・資源化のキャンペーン 

・転入者向け啓発講座  

・食品ロス削減の啓発キャンペ

ーン 

・リサイクル施設の見学会、リサ

イクル促進キャンペーン実施 

※新型コロナウイルス感染症の

影響により中止 

◆使用済小型家電リサイクル事業

への協力 

【資源循環推進課】 

 

 使用済小型家電の排出機会の確

保及び回収ボックス設置施設の無

償提供 

 

回収ボックスの設置 

(2 社) 

回収ボックスの設置 

(2 社 2 法人) 

◆包括連携協定 

【経営監理課、市民協働推進課】 

 

 相互連携と協働による活動を推

進し、活力ある個性豊かな地域社会

の形成と発展及び市民サービスの

より一層の向上を図ること等を目

的に協定を締結 

 

企業との包括連携協定 

（15 社） 

 

企業との包括連携協定 

（13 社） 

 

大学との包括連携協定 

（13 法人） 

 

大学との包括連携協定 

（12 法人） 

 

◆防災、災害時における協定等 

【危機管理課、生活衛生課、ゼロカ

ーボン推進課】 

 

 法人、団体等と、災害時における

協定等を締結 

施設等の使用や応急復旧活動に

関する協定等 

（75 社 61 法人 66 団体） 

 

施設等の使用や応急復旧活動に

関する協定等 

（73 社 59 法人 65 団体） 

 

災害時におけるペットの飼養管

理に係る物資の提供等について

の協定 

（1 社） 

 

災害時におけるペットの飼養管

理に係る物資の提供等について

の協定 

（1 社） 
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災害時における電力供給に関す

る覚書 

（1 社） 

－ 

電気自動車を活用した災害連携

協定 

（6 社） 

電気自動車を活用した災害連携

協定 

（6 社） 

◆脱炭素社会実現に関する連携協

定等 

【ゼロカーボン推進課】 

 

 脱炭素社会の実現に関する連携

や普及啓発コンテンツに関する協

定等を締結 

西武信用金庫と相模原市との脱

炭素社会の実現に関する連携協

定（1 社） 

－ 

相模原市と東京電力パワーグリ

ッド株式会社との脱炭素社会の

実現に関する連携協定（1 社） 

脱炭素普及啓発コンテンツの継

続的な活用に関する覚書（1 社） 

◆空家等対策に関する協定 

【建築・住まい政策課】 

 

 空撮した空家等の画像を市へ無 

償提供する協定を締結 

空家等対策に関する協定 

（1 社） 

 

－ 

◆学校給食における地場農産物使

用に関する協定 

【学校給食課】 

 

 学校給食における地場農産物の

使用拡大に向けたモデル事業の実

施に関する協定を締結 

学校給食における地場農産物使 

用に関する協定 

（5 社） 

 

－ 

◆健康経営の普及促進及び健康増

進に係る協定 

【健康増進課】 

 

 市内企業の健康経営の普及促進

に関すること、市民及び市内企業の

従業員の健康増進に関する事項等

に関する協定を締結 

働く人の健康づくり地域・職域連

携推進連絡会開催（18 構成機関） 

・連絡会（1 回、書面 1 回） 

・作業部会（1 回） 

連絡会事業 

・健康づくり懇談会（2 回） 

・中小企業訪問・健康経営支援

（1 回） 

・健康経営リーフレット作成

（1,000 部） 

・連携事業【普及啓発】（6 回） 

・連携事業【健康教育】（11 回） 

・連携事業【記事掲載】（1 回） 

 

働く人の健康づくり地域・職域連

携事業（19 構成機関） 

・連絡会（2 回書面会議） 

・作業部会（‐） 

※新型コロナウイルス感染症

の影響により中止 

・健康づくり懇談会（1 回） 

・中小企業訪問・健康経営支援

（‐） 

※新型コロナウイルス感染症

の影響により中止 

・各構成機関による連携事業（11

回） 

健康経営の普及等に係る協定 

（1 社） 

健康経営の普及等に係る協定 

（1 社） 
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◆相模原市認知症高齢者・障害者等

ＳＯＳネットワークシステム運

営事業に係る協力協定 

【在宅医療・介護連携支援センタ

ー】 

 

 事前登録された認知症高齢者等

の行方がわからなくなった場合に、

早期発見、安全確保及び早期保護に

努めるための協力協定を締結 

 

相模原市認知症高齢者・障害者等

ＳＯＳネットワークシステム運

営事業に係る協力協定締結事業

所数 

（3 区 66 事業所） 

 

相模原市認知症高齢者・障害者等

ＳＯＳネットワークシステム運

営事業に係る協力協定締結事業

所数 

（3 区 66 事業所） 

◆防災協力事業所制度への登録 

【危機管理課】 

 

 地域防災力強化を目的として、事

業所が保有する施設、資機材、組織

力等について事前に協力、支援する

役務等を登録し、災害時に自発的に

無償で被災者救護を展開する制度

への登録 

 

登録団体数 

（25 社、2 法人、1 者） 

 

登録団体数 

（20 社、2 法人、1 者） 

 

◆消防局とのコラボレーション商

品製作への協力 

【消防総務課】 

 

 消防業務の理解を深めることや

関心を高めることを目的に、コラボ

レーション商品を製作 

 

コラボレーション商品の製作 

（1 社） 

コラボレーション商品の製作 

（1 社） 

◆火災予防広報への協力 

【予防課】 

 

 火災予防を目的とした広報活動

への協力（広報協力、場所無償提供） 

防火衣デザインの制作（1 大学） － 

郵便バイク等へ火災予防広報ス

テッカーの貼付（1 社） 

広報活動会場の無償提供（1 社） 

◆雑誌スポンサー制度への協賛 

【図書館、相模大野図書館、橋本図

書館】 

 

 図書館の雑誌購読料を負担し、雑

誌カバー及び棚に広告を掲出する

制度への協賛 

 

協賛法人等 

（21 社 7 法人 12 事業所 3 団体） 

 

 

 

 

 

協賛法人等 

（19 社 6 法人 11 事業所 4 団体） 
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◆薬物乱用防止啓発事業への協力 

【地域保健課】 

 

 （公財）相模原市薬剤師会と締結

した「薬物乱用防止啓発事業の実施

に係る基本協定」に基づく普及啓発

事業を実施 

 

ノジマステラ神奈川相模原とコ

ラボレーションしたポスターの

作成 

ノジマ相模原ライズとコラボレ

ーションしたポスターの作成 

さがみんバッジとポスターを使

った薬局での啓発活動 

 

さがみんバッジとポスターを使

った薬局での啓発活動 

 

◆健康づくり支援に係る取組への

協力 

【健康増進課】 

 

 職場での健康づくりやワーク・ラ

イフ・バランスの推進に関する取組

についての情報提供や、飲食店での

健康づくり、健活！チャレンジに関

する取組等についての協力 

地域・職域連携推進事業(中小企

業での健康づくり取組事例の提

供) 

(1 社) 

地域・職域連携推進事業(中小企

業での健康づくり取組事例の提

供) 

※新型コロナウイルス感染症の

影響により中止 

相模原市健康づくり応援店普及

事業(健康づくり応援店への登

録) 

（79 店舗） 

 

相模原市健康づくり応援店普及

事業(健康づくり応援店への登

録) 

（76 店舗） 

 

健活！チャレンジ事業への協賛 

（14 社 5 団体） 

健活！チャレンジ事業への協賛 

（13 社 5 団体） 

健活！さがみはら健康フェスタ

への運営協力（1 大学） 

－ 

健康増進事業のポスター等掲示、

配架（1 社） 

健康増進事業のポスター等掲示、

配架（1 社） 

健康経営セミナーの共催（2 社） － 

◆乳がん月間への協力 

【健康増進課】 

 

 乳がん月間における、乳がん予防

普及啓発事業への協力 

 

市乳がん検診受診促進のノベル

ティの作成と提供 

（1 団体） 

市乳がん検診受診促進のノベル

ティの作成と提供 

（1 団体） 

乳がん月間に合わせたピンクラ 

イトアップ事業への協力 

（1 団体） 

乳がん月間に合わせたピンクラ 

イトアップ事業への協力 

（1 団体） 

◆児童虐待防止啓発事業への協力 

【こども家庭課】 

 

 児童虐待防止推進月間事業への

協力 

児童虐待防止の啓発に使用する

オレンジリボン等の作成 

（1 法人 1 団体） 

児童虐待防止の啓発に使用する

オレンジリボン等の作成 

（1 法人 1 団体） 

児童虐待防止の啓発を目的とし

たライトアップ事業への協力 

（1 団体） 

児童虐待防止の啓発を目的とし

たライトアップ事業への協力 

（1 団体） 
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◆放課後児童健全育成事業への協

力 

【こども・若者支援課】 

 

 待機児童対策として、民間企業の

会議室や駐車場等の諸施設の活用

による児童クラブ開設への協力 

会議室及び駐車場の提供 

（1 社） 

 

会議室及び駐車場の提供 

（1 社） 

 

◆子どもの居場所づくりに向けた

取組への協力 

【青少年学習センター】○委  

 

 子どもの居場所づくりとして、子

ども食堂や無料学習支援を行う団

体に対して、食材の提供などの活動

への協力 

子どもの居場所づくり（無料学習

支援や子ども食堂等）を行う 81

団体に対して活動の協力（13 社） 

 

 

子どもの居場所づくり（無料学習

支援や子ども食堂等）を行う 62

団体に対して活動の協力（12 社） 

 

 

◆大学生等未来応援事業への協力 

【青少年学習センター】 

 

 大学生等未来応援事業（食材支

援）への協力 

食材の無償提供 

（19 社） 

 

食材の無償提供 

（15 社） 

 

◆地域リハビリテーション活動支

援事業 

【高齢・障害者支援課】 

 

 高齢者の介護予防を目的とした

体操の実施及び普及啓発への協力

（場所無償提供、広報協力） 

いきいき百歳体操の実施 

（47 回、参加者延べ 1,855 人） 

いきいき百歳体操の実施 

（15 回、参加者延べ 255 人） 

普及啓発活動 

いきいき百歳体操体験実施 1 回 

（参加者 42 人） 

普及啓発活動 

※新型コロナウイルス感染症の

影響により中止 

◆さがみはらエコ・プロちゃれんじ

の実施 

【ゼロカーボン推進課】 

 

産官学が連携し、持続可能な社会

の形成を担う次世代環境人材を育

成するために、市内の小中学生を対

象とした環境関連プログラミング

コンテストを実施 

 

環境関連プログラミングコンテ

ストの企画・実施 

（1 法人） 

環境関連プログラミングコンテ

ストの企画・実施 

（1 法人） 
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◆環境保全啓発事業及び地球温暖

化対策推進事業 

【ゼロカーボン推進課】 

 

 環境教育の推進を目的とした「さ

がみはら環境まつり」の開催、環境

保全や地球温暖化対策の推進を目

的とした活動の実施 

さがみはら環境まつりの企画・運

営等 

（さがみはら環境まつり実行委

員会 5 大学、6 団体、13 事業

所(個人構成員除く)） 

 

さがみはら環境まつりの企画・運

営等 

※新型コロナウイルス感染症の

影響により中止 

環境保全や地球温暖化対策の推

進を目的とした活動の実施 

（相模原の環境をよくする会

104 団体、さがみはら地球温暖

化対策協議会 57 社 37 団体（個

人会員除く）） 

環境保全や地球温暖化対策の推

進を目的とした活動の実施 

（相模原の環境をよくする会

103 団体、さがみはら地球温暖化

対策協議会 55 社 36 団体（個人

会員除く）） 

環境啓発パネル等の展示、動画放

映及び環境啓発関係パンフレッ

ト等の配架 

（1 社） 

環境啓発パネル等の展示、動画放

映及び環境啓発関係パンフレッ

ト等の配架 

（1 社） 

脱炭素普及啓発事業の実施 

（4 社 9 団体） 

COOLCHOICE 事業の実施に伴う取

材協力 

（7 社） 

ポスターセッションチャレンジ

への協力 

（1 法人） 

－ 

事業者へのエコアクション 21 認

証登録の推進 

（1 社） 

－ 

◆収容動物等の不妊去勢手術実施

への協力 

【生活衛生課】 

 

 「麻布大学との収容動物等の不妊

去勢手術実施に係る覚書」に基づ

き、市で収容等を行った犬猫の不妊

去勢手術を実施 

 

覚書に基づく手術実施 

(犬 7 頭、猫 5 頭) 

覚書に基づく手術実施 

(犬 0 頭、猫 7 頭) 

◆ＳＤＧｓ推進・普及啓発事業への

協力 

【みんなのＳＤＧｓ推進課】 

 

 ＳＤＧｓ推進に向けた連携に関

する協定や、食品ロス削減に向けた

取組等を実施 
 

ＳＤＧｓ推進に関する連携協定

の締結（2 社） 

食品ロス削減等に向けた連携協

定の締結 

（2 社 1 法人） 

フードロス対策自動販売機に関

する協定締結（1 社） 

－ 

フードドライブで集めた、食料品

等の寄贈（1 社） 

「ＳＤＧｓ本を読んで未来を絵

にするコンクール」への協力 

（1 団体） 

ＳＤＧｓに関する展示場所の無

償提供（1 社） 

－ 
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◆キャリア教育・小中一貫教育推進

事業への協力 

【学校教育課】 

 

学校への講師派遣事業「さがそう

みらいプロジェクトサポーターズ

リスト」へ登録し、市内小中学校で

授業を実施するほか、社会科見学や

職場体験等への協力 

市内小中学校で授業を実施 

（市内企業・団体・大学等 19 件） 

 

市内小中学校で授業を実施 

（市内企業・団体・大学等 13 件） 

小学校の社会見学への協力 

（市内企業・大学等 8 件） 

 

－ 

中学生職場体験への協力 

（市内企業・事業者 198 件） 

－ 

市内小中学校でインターンシッ

プを実施 

（大学 4 件） 

市内小中学校でインターンシッ

プを実施 

（大学 3 件） 
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イ 地域社会貢献状況等の評価(大企業者等を含む。) 

事業名称【所管課】 

事業概要 

実績 

令和４年度 令和３年度 

◆ネーミングライツの導入 

【アセットマネジメント推進課】 

 

・新たな財源の確保及び市民サービ

スの向上を図るため、公の施設等に

対する命名権（ネーミングライツ）

の適正な導入を実施 

 

・優先交渉権の付与に当たり、選定

委員会において提案内容、経営状

況、企業理念、希望名称、金額・契

約期間、その他市民へのメリット等

について審査を行い、決定 

導入施設等 (R5.4.1 現在) 

・サーティーフォー相模原球場

(市立相模原球場) 

 

・こけ丸の森 

(市職員会館敷地内緑地) 

 

・相模女子大学グリーンホール 

(市文化会館) 

 

・相模原ギオンスタジアム・相模

原ギオンフィールド・相模原ギ

オンスポーツスクエア 

(相模原麻溝公園競技場・第 2

競技場・グラウンド) 

 

・相模川ふれあい科学館 アクア

リウムさがみはら 

(市立相模川ふれあい科学館) 

 

・ノジマメガソーラーパーク 

(さがみはら太陽光発電所) 

 

・ＬＣＡ国際小学校北の丘セン

ター 

(市立北市民健康文化センタ

ー) 

 

・ウイッツひばり球場 

(淵野辺公園少年野球・ソフト

ボール場) 

 

・ラクアル／ペアナード オダサ

ガ 歩道橋 

(県道 51 号横断歩道橋) 

 

・相模原ギオンアリーナ 

(市立総合体育館) 

 

導入施設等 (R4.4.1 現在) 

・サーティーフォー相模原球場

(市立相模原球場) 

 

・こけ丸の森 

(市職員会館敷地内緑地) 

 

・相模女子大学グリーンホール 

(市文化会館) 

 

・相模原ギオンスタジアム・相模

原ギオンフィールド・相模原ギ

オンスポーツスクエア 

(相模原麻溝公園競技場・第 2

競技場・グラウンド) 

 

・相模川ふれあい科学館 アクア

リウムさがみはら 

(市立相模川ふれあい科学館) 

 

・ノジマメガソーラーパーク 

(さがみはら太陽光発電所) 

 

・ＬＣＡ国際小学校北の丘セン

ター 

(市立北市民健康文化センタ

ー) 

 

・ウイッツひばり球場 

(淵野辺公園少年野球・ソフト

ボール場) 

 

・ラクアル／ペアナード オダサ

ガ 歩道橋 

(県道 51 号横断歩道橋) 

 

・相模原ギオンアリーナ 

(市立総合体育館) 
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◆評価型競争入札 

【契約課】 

 

工事の適正な施工の確保を図る

とともに、事業者の技術力の向上や

社会的貢献への意欲を高めるため

評価型競争入札を実施 

評価型契約件数 

（15 件） 

 

評価型契約件数 

（16 件） 

 

◆工事の競争入札参加資格におけ

る主観点数導入 

【契約課】 

 

 工事の適正な施工の確保を図る

とともに、事業者の技術力等の向上

や社会的貢献への意欲を高めるた

め、事業者に対する市独自の項目に

ついて評価した主観点数を競争入

札参加資格の認定において適用 

工事の市内登録業者数 

（357 者） 

（R5.4.1 現在） 

工事の市内登録業者数 

（388 者） 

（R4.4.1 現在） 

◆生活困窮者就労訓練事業所の認

定 

【生活福祉課】 

 

 生活困窮者に対し、就労の機会を

提供する事業所として、生活困窮者

自立支援法に基づき認定 

認定企業等総数(27 社） 認定企業等総数(27 社） 

 

◆がん検診受診促進パートナー制

度への登録 

【健康増進課】 

 

 がん検診の受診啓発活動に積極

的に取り組む企業等をがん検診受

診促進パートナーとして登録し、登

録証を交付。また、登録企業と協働

してがん検診受診促進に努める。 

登録数 

（18 機関） 

登録数 

（17 機関） 

◆保健衛生功労者表彰 

【地域保健課】 

 

 永年にわたり保健衛生事業の推

進や献血運動の推進に功労のあっ

た団体・施設を表彰 

受賞施設 

（3 事業所) 

 

受賞施設 

（2 事業所) 

 

◆技能功労者表彰 

【産業・雇用対策課】 

 

 技能者の地位向上及び技能習得

意欲の高揚を図ることを目的に、功

労者を表彰 

受賞者 45 人 受賞者 44 人 
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◆仕事と家庭両立支援推進企業表

彰 

【産業・雇用対策課】 

 

 ワーク・ライフ・バランスに配慮

した社会環境づくりのため、仕事と

家庭の両立支援に取り組む企業等

を表彰 

受賞企業等 

（3 社） 

 

受賞企業等 

（3 社） 

 

◆エコショップ等認定制度 

【廃棄物指導課】 

 

 資源循環型社会の構築に向けた

取組を推進するため、ごみの減量化

や資源化など、環境に配慮した取組

を率先して進めている店舗、事業

所、商店街等を認定 

 

認定事業者等総数 

・エコショップ 29 件 

・エコオフィス 54 件 

・エコ商店街 0 件 

認定事業者等総数 

・エコショップ 29 件 

・エコオフィス 54 件 

・エコ商店街 0 件 

 

◆優良工事表彰 

【技術監理課】 

 

 市が発注した工事で、模範となる

優秀な工事を施工した事業者及び

当該工事の監理技術者又は主任技

術者を表彰 

 

・受賞事業者 

令和 3 年度完成工事 

（39 事業者、54 工事） 

・受賞技術者 

令和 3 年度完成工事 

（59 技術者、54 工事） 

受賞事業者 

令和 2 年度完成工事 

（32 事業者、33 工事） 

◆美化運動推進功労者表彰 

【資源循環推進課】 

 

 地域における美化活動が顕著で

あった企業等を表彰 

 

受賞企業等 

（22 団体） 

受賞企業等 

（19 団体） 

◆さがみはらＳＤＧｓアワード 

【みんなのＳＤＧｓ推進課】 

 

ＳＤＧｓの推進に関する優れた取

組があった企業等を表彰 

 

受賞企業等 

（1 社 4 団体） 

受賞企業等 

（2 社 1 団体） 

◆さがみはらＳＤＧｓビジネス認

証制度 

【みんなのＳＤＧｓ推進課】 

 

環境や社会への配慮をしつつ事業

活動を進めるとともに、地域貢献に

も積極的な企業等を「さがみはらＳ

ＤＧｓ推進企業」として認定 

 

認証企業等 

（5 社） 

 

－ 
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（７）中小企業者相互及び中小企業者と中小企業支援機関等との連携及び協力の促進   

事業名称【所管課】 

事業概要 

実績 

令和４年度 令和３年度 

◆広域連携支援事業 
【産業支援課】○委  

 

産業振興に必要な資源が集積す

る首都圏南西地域の特性を最大限

に活用し、行政区域や団体の枠を越

えた連携を実施 

フォーラム開催（参加者 100 名） 今後の事業の方向性を検討する

ため、企業等を訪問し、打ち合わ

せ会議を実施 

（4 社、3 団体） 

 

フォーラムに関連する広域連携

支援 

（10 社 14 件） 

JR 東海オープンイノベーション

チャレンジ in さがみはら開催

（参加者 208 名） 

テーマ別分科会の開催 

・IoT 研究会 

（5 回、参加者延べ 34 人） 

【決算額】 1,436 千円 【決算額】 0 千円 

◆中小企業研究開発支援事業 
(研究開発補助金) 

【産業支援課】□再  
 

市内中小企業者等の技術力強化

や新分野進出を促進するため、新製

品・新技術に関する研究開発経費の

一部を助成 

中小企業研究開発補助 

・一般型 

（2 件） 

・新型コロナウイルス関連型 

（1 件） 

中小企業研究開発補助 

・一般型 

（4 件） 

・新型コロナウイルス関連型 

（2 件） 

【決算額】 5,125 千円 【決算額】 9,161 千円 

◆中小企業研究開発支援事業 
(ロボット産業活性化事業など) 

【産業支援課】○委◇委 □再  
 

市内ロボット産業の活性化や地

域企業のロボットの活用促進を図

るため、ロボット技術の高度化や販

路開拓、ロボット導入等を支援 

・ロボットビジネス協議会 

の運営 

・ロボット導入支援センター 

 の運営 

・ロボットビジネス協議会 

の運営 

・ロボット導入支援センター 

 の運営 

展示会への出展 

（現地開催 1 回、出展社数 8 社） 

（オンライン 1 回） 

展示会への出展 

（現地開催 1 回、出展社数 6 社） 

（オンライン 1 回） 

ロボット SIer 養成講座の開催 

（全 9 回、参加者 10 名） 

ロボット SIer 養成講座の開催 

（全 9 回、参加者 11 名） 

産業用ロボット導入補助 

（2 件） 

産業用ロボット導入補助 

（3 件） 

【決算額】 40,996 千円 【決算額】 40,530 千円 

◆産業支援機関合同会議 
【産業支援課】 
 

行政と中小企業支援機関の情報

共有及び連携のため、定期的に会議

を開催 

新型コロナウイルス感染症の影

響により中止 

 

新型コロナウイルス感染症の影

響により中止 

 

【決算額】 0 千円 【決算額】 0 千円 



30 
 

◆市内大手企業等との情報交換会 
【産業支援課】 
 

市内大手企業等と行政・支援機関

との連携のため、定期的に会議を開

催 

情報交換会の開催（1 回） 

＜参加機関＞ 

・市内大手企業等 20 社 

・金融機関 3 行 

情報交換会の開催 

（1 回・書面） 

＜参加機関＞ 

・市内大手企業等 36 社 

・金融機関 5 行 

【決算額】 4 千円 

 

【決算額】 0 千円 

 

 

（８）中小企業者との協働による地域活性化に向けた施策の推進   

事業名称【所管課】 

事業概要 

実績 

令和４年度 令和３年度 

◆ネーミングライツの導入 

【アセットマネジメント推進課】 

一部□再  

 

新たな財源の確保及び市民サービ

スの向上を図るため、公の施設等に

対する命名権(ネーミングライツ)の

導入を実施 

 

契約中 

（7 社 3 法人 1 団体） 

 

契約中 

（7 社 3 法人 1 団体） 

 

【決算額】 39,640 千円 

 

【決算額】 29,127 千円 

 

◆コミュニティビジネス推進事業 

【産業支援課】○委□再  

 

市民が主体となり、地域が抱える

課題等から展開される事業につい

て、地域コミュニティの再生や地域

経済の活性化を図るための支援を実

施 

相談会の開催 

（12 回、相談件数延べ 60 件） 

相談会の開催 

（12 回、相談件数延べ 69 件） 

地域プロデューサー養成講座入

門編の開催 

（1 回、参加者 27 人） 

地域プロデューサー養成講座入

門編の開催 

（1 回、参加者 23 人） 

地域プロデューサー養成講座の

開催 

（6 回、参加者 21 人） 

地域プロデューサー養成講座の

開催 

（6 回、参加者 18 人） 

地域プロデューサー情報交換会 

（1 回、参加者 22 人） 

 

地域プロデューサー情報交換会 

（1 回、参加者 19 人） 

 

【決算額】 880 千円 

 

【決算額】 880 千円 

 

◆中心市街地活性化事業 
【産業・雇用対策課】 
 

中心市街地の活性化を図るため、

橋本駅、相模原駅及び相模大野駅周

辺地区の環境を整備した。 

橋本駅周辺イルミネーション 

事業 

橋本駅周辺イルミネーション 

事業 

相模大野パブリックインフォメ

ーション運営事業 

相模大野パブリックインフォメ

ーション運営事業 

西門買物公園道路維持管理 西門買物公園道路維持管理 

相模原イルミネーション事業 相模原イルミネーション事業 

【決算額】 2,826 千円 

 

【決算額】 2,433 千円 
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◆商店街環境整備事業 
【産業支援課、各区役所地域振興課】 
 

商店街の環境整備を図るため、商

店街団体が行う共同駐車場や街路灯

の維持管理事業のほか、公衆浴場の

施設整備費等に対して助成 

共同駐車場整備維持事業補助 

（2 団体） 

共同駐車場整備維持事業補助 

（2 団体） 

街路灯電気料補助 

（32 団体) 

街路灯電気料補助 

（31 団体) 

街路灯修繕費補助 

（4 団体） 

街路灯修繕費補助 

（4 団体） 

街路灯撤去費補助 

（3 団体) 

街路灯撤去費補助 

（4 団体) 

自動車駐車場利用券共同購入事

業補助 

（5 団体） 

自動車駐車場利用券共同購入事

業補助 

（6 団体） 

施設修繕事業補助 

（1 団体) 

施設修繕事業補助 

（1 団体) 

公衆浴場設備整備費補助 

（3 事業者） 

公衆浴場設備整備費補助 

（－） 

まちなみ整備事業補助 

（2 団体） 

まちなみ整備事業補助 

（1 団体） 

【決算額】 19,709 千円 【決算額】 17,107 千円 

◆商店街にぎわいづくり支援事業

【各区役所地域振興課】 
 

商店街の活性化を図るため、商店

街団体等が実施する情報発信事業や

イベント事業等に対して助成 

情報発信事業補助 

（1 団体） 

情報発信事業補助 

（1 団体） 

ステップアップ事業補助 

（2 団体) 

ステップアップ事業補助 

（2 団体) 

イベント事業補助 

（14 団体） 

イベント事業補助 

（12 団体） 

【決算額】 1,553 千円 【決算額】 981 千円 

◆アドバイザー派遣事業 
【各区役所地域振興課】 
 

商店街の活性化を図るため、商店

街団体等へ専門的な知識を有するア

ドバイザーを派遣 

アドバイザー派遣 

（派遣先 2 団体) 

 

アドバイザー派遣 

（派遣先 5 団体) 

 

【決算額】 180 千円 

 

 

【決算額】 510 千円 
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２ 令和４年度中小企業支援機関の取組状況 

 条例第５条に掲げる中小企業支援機関の取組状況を報告する（３５ページ参照） 

支援機関 
取組内容及び状況 

経営改善 経営向上 行政との連携 

相模原商工会議所 

 各種講習会の開催、

金融斡旋、専門家によ

る相談事業等の実施 

（参加者延べ1,446人） 

小規模事業者持続化補助金

等申請支援、経営革新計画等相

談・指導、ビジネス交流会各種

セミナーの開催 

（参加者延べ 5,131 人） 

ロボット産業活性化

事業、中小製造業技術

者育成支援事業、創業

人材育成事業、就職支

援事業、商店街活性化

事業等 

（参加者延べ6,016人） 

城山商工会 

インボイス制度セミ

ナーや金融相談会の開

催等の実施（参加者延

べ393人） 

事業復活支援金・飲

食店協力金申請支援等

実施 

事業計画策定支援、経営状況

分析や販路開拓等企業診断の

実施 

（参加者延べ47社80回） 

小規模事業者持続化補助金

及び各種支援制度申請支援 

（延べ23事業者） 

コロナ禍での市によ

る事業者支援策（事業

継続応援補助金・オン

ライン営業ツール補助

金・キャッシュバック

キャンペーン等）の周

知や申請支援及び情報

共有等 

津久井商工会 

税務指導会、経営総

合相談会、その他講習

会（参加者延べ576人） 

専門家派遣事業等の

実施（参加者延べ9人） 

 

各種支援制度、補助金申請支

援等（延べ206件） 

伴走型経営計画書策定支援 

（延べ7事業者） 

地域活性化のための

各種事業への参加 

がんばる商店街等応

援補助金等活用・コロ

ナ禍における中小企業

施策支援の情報提供・

活用等 

相模湖商工会 

税務個別指導会や消

費増税対策セミナー等

の開催 

（参加者延べ76人） 

巡回窓口相談指導、

専門家派遣による指導

等 

 

小規模事業者持続化補助金

申請支援、コロナ関連給付金申

請支援等（延べ54件） 

経営分析や経営計画策定支

援（延べ8事業者） 

地域活性化のための

各種事業への参加 

藤野商工会 

各種講習会・研修会

の開催、金融斡旋や経

営安定特別相談事業、

専門家派遣事業の実施 

（参加者延べ425人） 

小規模事業者持続化補助

金、事業復活支援金等の申請

支援（延べ38事業者） 

事業計画作成支援等、地域

の景気動向調査（延べ130事業

者） 

観光物産展や商談会への参

加（延べ19事業者） 

 

相模原フィルムコミ

ッションつくい事務局

事業等地域活性化のた

めの各種事業への参

加、コロナ禍による市

の支援策等の情報共有

等 
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(公財)相模原市 

産業振興財団 

 創業・起業に関する

相談・セミナーの開催、

産学連携推進事業の実

施 

（延べ396社） 

専門家派遣や職員による経

営・販路開拓支援、国内・海外

見本市出展助成事業、合同商談

会の企画・運営による販路開拓

支援 

（延べ607社） 

面談や専門家派遣に

よるものづくり企業支

援、女性の創業やコミ

ュニティビジネスに関

するセミナー等の開

催、産業支援機関合同

会議での情報共有等 

(株)さがみはら 

産業創造センター 

経営サポート事業

（入居者支援、DESK10、

地域企業支援、海外展

開支援）の実施、表面技

術研究所による技術相

談・研究支援等 

（延べ708件） 

経営関連セミナー（HINTセミ

ナー、経営者セミナー、経営

塾、職場リーダー養成塾、組

織マネジメント力強化セミナ

ー）の開催 

（参加者延べ452人） 

産業用ロボット導入支

援事業、首都圏南西地

域連携サポート事業、

DX化促進支援事業、地

域密着型人材採用サー

ビス（サガツクナビ）

事業、産業支援機関合

同会議での情報共有等 
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＜参考＞ 

相模原市がんばる中小企業を応援する条例（平成25年相模原市条例第44号） 

 

近年の経済活動のグローバル化とそれに伴う企業間競争の激化、社会構造を変える急速な少

子高齢化の進行や人口減少時代の到来を受け、中小企業を取り巻く環境は大きく変化してきて

おり、その活力の低下も懸念されるところです。 

本市は、昭和29年の市制施行以来、高度経済成長を背景に多様な業種で新進気鋭の意欲的な

人々が、技術を競い合いながらも助け合い、事業活動を展開し、成長・発展してきた都市です。

首都圏南西部における広域的な交流拠点都市として、市内経済の持続可能な発展のためには、中

小企業の産業活動を支援することが不可欠であるという基本的な考え方に立ち、中小企業の振

興に関する施策を本市市政の重要課題として位置付け、相模原市をより豊かで住みやすいまち

とするため、ここに、この条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は、中小企業が本市の経済において果たす役割の重要性に鑑み、中小企業の振

興の基本となる事項を定めることにより、中小企業の振興に関する施策を総合的に推進し、も

って市内経済の発展及び市民生活の向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 中小企業者 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項各号のいずれかに

該当する者であって、市内に主たる事務所又は事業所を有するものをいう。 

(２) 中小企業支援機関 相模原市産業振興財団、商工会議所、商工会その他の中小企業の振

興に関する団体及び地域経済の振興に関する活動を行う団体等をいう。 

(３) 大企業者 中小企業者以外の事業者で、市内に事務所又は事業所を有するものをいう。 

(４) 大学等 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する大学及び高等専門学校、

国立大学法人法（平成15年法律第112号）第２条第４項に規定する大学共同利用機関その他

の研究開発機関をいう。 

（市の責務） 

第３条 市は、この条例の趣旨にのっとり、中小企業の振興に関する施策を総合的に策定し、及

び実施しなければならない。 
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２ 市は、前項の施策の策定及び実施に当たっては、国、関係地方公共団体、中小企業者、中小

企業支援機関、大企業者、大学等及び市民と協力して、効果的に実施するよう努めるものとす

る。 

（中小企業者の取組） 

第４条 中小企業者は、経営の革新（中小企業基本法第２条第２項に規定する経営の革新をいう。

以下同じ。）、経営基盤の強化及び経済的社会的環境の変化への即応のために、自主的な取組

を行うよう努めるものとする。 

２ 中小企業者は、市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよう努めるものとす

る。 

３ 中小企業者は、従業員が健康で働きやすい職場環境づくり及び福利厚生の充実に努めるも

のとする。 

４ 中小企業者は、地域社会と調和を図り、緊急の災害への対応を始めとして、暮らしやすい地

域社会の実現に貢献するよう努めるものとする。 

（中小企業支援機関の取組） 

第５条 中小企業支援機関は、中小企業者の経営の改善及び向上のための支援に積極的に取り

組むとともに、市が実施する中小企業の振興に関する施策に市と連携して取り組むよう努め

るものとする。 

（大企業者の役割） 

第６条 大企業者は、中小企業の振興が市内経済の発展において果たす役割の重要性を理解し、

市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

（市民の理解と協力） 

第７条 市民は、中小企業の振興が市内経済の発展及び市民生活の向上において果たす役割の

重要性を理解し、中小企業者の健全な発展に協力するよう努めるものとする。 

（施策の基本方針） 

第８条 市は、中小企業の振興に関する施策の策定及び実施に当たっては、この条例の趣旨にの

っとり、次に掲げる事項を基本として行うものとする。 

(１) 中小企業者の経営の革新及び創業を促進するための施策を推進すること。 

(２) 中小企業者の製品の販路拡大及び新技術等を利用した事業活動の促進を図ること。 

(３) 市が行う工事の発注、物品及び役務の調達等に当たっては、予算の適正な執行並びに透

明かつ公正な競争及び契約の適正な履行の確保に留意しつつ、発注、調達等の対象を適切に
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分離し、又は分割すること等により、中小企業者の受注の機会の増大に努めること。 

(４) 中小企業者の事業活動に必要な人材の育成及び確保並びに資金供給の円滑化を図るこ

とにより、中小企業者の経営基盤の強化を促進すること。 

(５) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項に規定する指定管理者の指定に

当たっては、予算の適正な執行並びに透明かつ公正な選定手続及び当該公の施設の効果的

な管理の確保に留意しつつ、中小企業者の参入機会の増大に努めること。 

(６) 中小企業者の経営の革新のための自主的な取組、市の施策への協力、地域社会への貢献

の状況等を適切に評価し、積極的な支援に努めること。 

(７) 中小企業者相互及び中小企業者と中小企業支援機関、大企業者、大学等との連携及び協

力を促進するための施策を推進すること。 

(８) 中小企業の振興に対する市民の理解を深めるとともに、中小企業の振興が地域のにぎ

わいづくりや地域社会の発展において果たす役割の重要性を認識し、中小企業者と協働し、

その活性化に向けた施策を推進すること。 

(９) 前各号に掲げるもののほか、中小企業の振興のために必要な施策を推進すること。 

２ 市は、前項の中小企業の振興に関する施策を講ずるに当たっては、小規模企業者（中小企業

者のうち、おおむね常時使用する従業員の数が20人（商業又はサービス業に属する事業を主た

る事業として営む者については、５人）以下の事業者をいう。）に対して、経営の発達及び改

善に努めるなど、必要な配慮を行うものとする。 

（財政上の措置） 

第９条 市は、この条例の目的を達成するため、必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

（実施状況の検証及び公表） 

第10条 市長は、毎年度、中小企業の振興に関する施策の実施状況について、検証を行うととも

に、インターネットの利用その他の方法により公表するものとする。 

（委任） 

第11条 この条例の施行について必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

 

 


